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佐 藤 恭 三
第１０章 ヨーロッパの協調（Part One）
ウィーン会議体制が機能不全に陥ったことが誰の目にも明らかになった時点に
あっても，国際法（public law）擁護のための国際法に基礎を置いた主要列強間
の合従連衡（coalition）という考え方が捨て去られたわけではなかった。この考
え方は，ヨーロッパ世界の統治を追い求める強い気持ちに裏打ちされていた以前
の連合体（association）概念――即ち，ウィーン会議体制概念が１９世紀初頭，最
終的に普遍王制への欲求を斥けた際に形作られたウィーン会議体制成立当初の概
念形態――の桎梏を脱した考え方であった。とは言え，緩やかな連合という装い
を凝らした繋がりが大国間には引き続き存在していた事実は否定できない。但し，
その際，弱体化した会議体制には問題が生起するのを未然に防止しようとしたり，
解消しようとする力は最早なく，ひたすら生起してくる問題に事後的に対処する
ことに忙殺されたのである。かくして，その折々の問題に適用された国際法は，
時の経過とともに，さらには先例の蓄積とともに，その内容が肥大化され強化さ
れて行った。他方，こうした状況の下で，国際法は緩やかな連合形態が合意可能
な範囲内に，従って厳密な意味での国際問題に限って適用されるという事態を現
出させた。国際法の豊饒化と国際問題への局限的適用が「ヨーロッパの協調」と
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称されるものの二大特徴である。
こうした大国相互間の緩やかな連合体への移行の事実は，一定の言葉に対する
往時の用語法に反映されている。典型的な例証としては，「コングレス」（Con-
gress）と「コンファレンス」（Conference）が挙げられるが，そこではこの二つ
の言葉が厳密に定義されていたわけではなく，従って，用語法の混乱と不統一の
ために，コングレスとコンファレンスという諸国間会議の二大形態を，当代の人々
がどのように区別していたかを正確に言い表すことはおよそ不可能である。※し
かしながら，一つだけ明らかなことがある。イギリスの外交史家チャールズ・ウ
ェブスター［彼のウィーン会議体制史観については，第９章 Part Twoを参照。訳注］が指
摘していたところであるが，（１）列強諸国列席のコングレスと列強諸国列席のコン
ファレンスとの一貫した相違は，１９世紀においては，コングレスの場合，各国の
首脳或いは外務大臣クラスが馳せ参じる国際会議であるのに対して，コンファレ
ンスは（当該の諸国間会合を主催する開催国の場合の外務大臣の参列を別とし
て）通例，開催地の国家に母国からの信任状を携えて派遣された各国大使に限定
されていた。†このことから生み出されたもう一つ重要な事実があるのだが，ウ
ェブスターはこの点にはほとんど触れていない。それは，ヨーロッパの諸国間会
議が概ね上述の規準に従って開催され，列強諸国が列席する国際会議がかつてと
変わらぬ頻度で開催されたという事実がある一方で，１８２２年のヴェローナ会議
（Congress of Verona）以降，ヨーロッパの主要列強諸国が「コングレス」の開
催を忌避するようになったという事実である。数字を挙げてみると一目瞭然なの
だが，１８３０年のロンドン会議（London Conference）から１８５６年のパリ会議（Con-
gress of Paris）の間には，全列強諸国が参加した「コンファレンス」が８回，期
間をさらに延ばして１８８４年のベルリン会議（Berlin Conference）までをカウント
すると，１７回にも亘って「コンファレンス」が開催されている。これに対して，
「コングレス」は，ヴェローナ会議以降，同期間内に，１８５６年のパリ会議（Con-
gress of Paris）と１８７８年のベルリン会議（Congress of Berlin）の二度しか開催
されていないのである。‡（２）
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＊ コングレスが列強諸国以外の弱小諸国も参加する会議体であるのに対して，コンフ
ァレンスは列強諸国のみが参加資格を有する会議体であるとか，或いはコングレスとい
う呼称の付与は，講和条約を策定する目的で招集された会議体に限られるという主張が
なされてきた。しかし，どちらの主張も歴史上の事実を正確に反映したものとは言えな
い。さらに，コンファレンスは「特定の問題に限定された」会議体であったのに対して，
コングレスは「ヨーロッパ全体に関わる諸問題」を討議対象とする「ヨーロッパ諸国間
の」会議体であるという主張もある。（３）この主張は二つの歴史的事実を看過している。
即ち，１８２２年以降のコンファレンスは，コングレスと同様に，「ヨーロッパ諸国間の」
会議体であり，また，１８２２年までに開催されたコングレスで，「特定の問題」を討議対
象としていなかったコングレスは一つもないのである。
† コンファレンスとコングレスをこのように定義しても，尚且つ，そこには例外があ
る。例えば，１８３０―３２年のロンドン会議（London Conference）の場合，本国からの特命
全権団の派遣によって会議体の構成の厚みが増し，また１８５５年のウィーン会議（Vienna
Conference）には，英仏両国が外務大臣を列席させることによって自国の立場を強化し
ようとした。他方，１８５６年のパリ会議（Congress of Paris）は，当初，公式文書ではコ
ンファレンスと呼称されていた。こうした例外的事象があったとしても，各国政府が，
多くの場合，こうした識別に基づいてコングレスとコンファレンスを使い分けていたこ
とは明らかである。
‡ 下記のリストは英・仏・露・墺・普の５大列強諸国の内，一ヵ国でも参加しなかっ
た大使級コンファレンス及びその他事務官レベルのコンファレンスを除外するとともに，
軍備やスヘルデ川（the Scheldt）［フランス北部を源流とし，ベルギーを東流，オランダで北
海に注ぐ。古来，通商上の重要河川としてその帰属が係争の的になってきた。訳注］の通行料
に関するものなど特殊専門的な多国間会議をカウントしていない。
コングレス
ウィーン／パリ １８１４―１５年 （講和条約，四国同盟）
エクサ＝ラ＝シャペル １８１８年 （フランス）
トロッパウ １８２０年 （ヨーロッパの革命状況）
ライバッハ １８２１年 （ナポリ革命）
ヴェローナ １８２２年 （イタリア，スペイン，東方問題）
パリ １８５６年 （講和条約）
ベルリン １８７８年 （東方問題）
コンファレンス
ロンドン １８３０―３２年 （ベルギー）
ローマ １８３１―３２年 （教皇領改革）
ロンドン １８３８―３９年 （ベルギー）
ウィーン １８３９年 （東方問題）
ロンドン １８４０―４１年 （東方問題）
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ロンドン １８５０―５２年 （シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン）
ウィーン １８５３年 （東方問題）
ウィーン １８５５年 （東方問題）
パリ １８５８年 （公国領問題）
パリ １８６０―６１年 （シリア）
ロンドン １８６４年 （シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン）
ロンドン １８６７年 （ルクセンブルグ）
パリ １８６９年 （クレタ島）
ロンドン １８７１年 （黒海）
コンスタンチノープル １８７６―７７年 （東方問題）
マドリード １８８０年 （モロッコ）
ベルリン １８８４―８５年 （アフリカ）
当然のことながら，このコンファレンス優位状況に対しては少なからぬ抵抗が
あった。コングレス開催に向けての試みが幾度となく企図されたのであるが，こ
うした試みは，多くの場合，かつてのウィーン会議体制への復帰願望の現れ，即
ち，列強諸国の本来的な力が正しく反映されないまま緊急避難的に招集されるコ
ンファレンス優位体制では不十分であるという信念の現れであった。１８３６年，ル
イ・フィリップ（Louis Philippe，１７７３―１８５０）［フランス国王。１８３０年の「七月革命」
で王位に就くが，銀行家を始めとする大土地所有ブルジョアジーを優遇した結果，産業ブルジョ
アジーの不満を増幅させ，４８年の「二月革命」でその権威を決定的に失墜させた。訳注］は，「今
後，ヨーロッパのすべての諸国の合意なくして，一切の政治的変更及び一切の領
土上の確執を生起させない」という考えに基づいた条約の締結を期すべく，コン
グレスの開催を熱望した。これは，「そうなれば，重要な政治課題の解消という
目的に資する，……また，ヨーロッパ的関心事のみならず広く全般的関心を呼び
起こす事項の解決に向けての努力に資する，……さらには，ヨーロッパ諸国の国
境線の現状維持保証という目的にも資する，私が長年追い求めてきた５大列強間
の協約（entente）が晴れて実現の運びとなるだろう。」（４）という思惑から出たも
のであった。１８４０年，オーストリアの宰相メッテルニヒは，軍事力の放棄と恒久
的なコンファレンス体制の創設を通じてヨーロッパの平和を永続的に維持する，
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その準備段階として，英・露・墺・普の４列強間における反仏連盟体の結成を模
索した。（５）１８４９年，第二共和制期のフランス大統領に就任したルイ・ナポレオン
（Louis Napoleon Bonaparte，１８０８―７３）［ナポレオン３世（在位１８５２―７０）。ナポレオン１
世の甥。ルイ・フィリップを退位に追い込んだ１８４８年のフランス二月革命で亡命先のイギリスか
ら帰国，第二共和制下で大統領を務め（１８４９―５２），その崩壊に伴いナポレオン３世として第二次
フランス帝政期の王位に就いた。訳注］は，１８１５年に締結されたウィーン講和条約及
びパリ講和条約の改定を志向した多国間コングレスの開催を示唆した。（６）列強間
で多国間会合開催に向けての交渉がなされていた１８５９年には，ロシアの外相アレ
クサンドル・ゴルツチャコフ（Alexandr Gortschakov，１７９８―１８８３）が，その会
合を大使クラス以下の外交官会合ではなく，各国の外務大臣が列席する権威のあ
るものにすることを提案，次いで，コンファレンスという呼称ではなく，「時代
の重大性に鑑みてより適切な」コングレスという呼称をその会合に付与すべきで
あると主張した。（７）この頃になると，この種のヨーロッパ盟主提携構想は，現状
に対するより根本的な不満を表立って明示することなく密やかに忍び込ませると
いう体裁を採り始めていた。今やナポレオン３世として皇帝に登りつめたルイ・
ナポレオンが１８５６年のパリ会議をコンファレンスからコングレスという名称に変
更することに固執した理由の一端は，実現には至らなかったウィーン講和条約の
抜本的改定を目的とした後年１８６３年の全ヨーロッパ諸国による包括的コングレス
の開催提案と同様，（８）彼の伯父に当たるナポレオン１世の「ヨーロッパの諸民族
に訴えかけ，その人心を獲得する最初の指導者が自己の欲するところをどこまで
も成就できる」（９）という生前の「予言」に後押しされた，自由な国家間の連邦体
（federation）へのヨーロッパ再編という自らの夢を実現したいという思いにあっ
た。着実に力を蓄え定着しつつあった現存の国家間システムを乗り越えようとす
るこうした諸々の努力に対して，そのシステムに全体的な満足感を得ていたのは，
英・仏・露・墺・普の５大列強の中で，唯一人イギリスであったと言って間違い
はない。この時期，かつてカースルレイが果たした役割を忠実に演じ切り，国家
間システム改変の動きに対して根本的な反対論を展開し得た政治家は，一人イギ
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リスの外相・首相を歴任したパーマストン（Henry John Temple，3rd Viscount
Palmerston，１７８４―１８６５）［長期に亘る外相・首相という要職を通じて彼が一貫して堅持した
のは，イギリスの商品市場の維持と拡張であり，ヴィクトリア女王の不興をかったほどの諸外国
の自由主義運動に対する支援にしても，その目的遂行の一環であった。訳注］をおいて他に
はいなかった。
ベルギー問題を討議の対象とした１９世紀最初のコンファレンスであるロンドン
会議（London Conference，１８３０―３２年）の場で，当時外相のパーマストンは，「我々
会議参加国には，神聖同盟の諸原則或いはウィーン会議の諸原則に基づいて，ヨ
ーロッパ全域を恣意的に分配する権利が付与されているのではない。」（１０）との意
見具申を行い，他列強の動きを牽制した。さらに，１８４９年のルイ・ナポレオンの
ウィーン講和条約改定に向けてのコングレス開催への動きに対しても，英仏両国
はともに国内問題が多国間によるコングレスの干渉を招来させる主題として正当
なものではないという見解に与する者であって，ヨーロッパの政情の不安定さは
多国間関係によって齎されているのではなく，むしろ国内問題によって惹起され
ているという主張を展開することを通じて，パーマストンは同様の立場を堅持し
た。（１１）彼の場合は，国内問題に限らず，多国間に係わる問題に関しても，形式的
及び実質的により権威があるとされていたコングレスよりも，特定の問題につい
て時局に応じて持たれるコンファレンスの方を好んで志向した。１８４１年，同年の
ロンドン会議（London Conference）での合意を受けて，オスマン・トルコ問題
に関する常設の会議体――コングレスとまで言わなくても，少なくともコンファ
レンス――を設置すべきであるというメッテルニヒのさらなる提案に対して反対
の意向を闡明にしたパーマストンは，その根拠を次のように説明した。即ち，ト
ルコ問題に関する直近の多国間合意が成立し，その効力が発揮されつつある現状
に鑑み，「次になされるべき手立ては，恐らく，英・仏・露・墺・普の５列強が
各々トルコとの二国間関係という通常の外交関係に立ち戻ることにあるだろう。
列強間の協調及びそのための交渉を行う中心地については，ある特定の条約が現
実として機能し，列強間の共通の行動を要請するとともに，共通の行動の中身を
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決定する必要があると認められる場合には，その有用性と必要性を否定する者で
はないが，文書上の約言及び対象を限定した約言を何ら伴わない状態で，恒久的
な協調体制を創り上げることについては困難であると言わざるを得ない。」（１２）と
ころで，こうした「二国間関係という通常の外交関係」を優先すべきであると主
張したのは，一人パーマストンだけではなかったのであって，これが外交の正常
な状態であると見做していた彼は正しかったと言わざるを得ない。かくして，ウ
ィーン会議体制そのものへの復帰は望むべくもないとしても，その種の列強中心
主義体制を復帰させようとする諸々の動きは，こうした発想の主たる源泉がそう
であったように，主として列強諸国間の錯綜した主導権争いと疑心暗鬼によって
挫折させられたのである。
１８３０年にフランスとオランダで生起した革命［前者はシャルル１０世を退位に追い込
み，ルイ・フィリップを王位に就かせたブルジョア革命で，七月革命とも呼称される。後者はオ
ランダ連合王国からカトリック教を国是とするベルギー王国の分離独立を求めたベルギー革命。
訳注］が，列強５ヵ国を露・墺・普の専制主義国家グループと英・仏の立憲主義
国家グループというイデオロギーを異にする二つのグループへとブロック化した
と言われることがある。双方の溝は，かつてカースルレイが頻繁に言及していた
ように，１８３０年以前にすでにその様相を深めつつあったのであるが，１８３０年の二
つの革命がその状態を加速させたことは疑いない。イギリスは，フランスの七月
革命後，ルイ・フィリップ王制下の新政権に対するロシアの敵視政策にも拘わら
ず，さらには，フランスを除く４大列強が四国同盟の下，フランスの内政上の変
化を討議に付すべく集合することを義務付けられていると解釈されても致し方な
い状況下であったにも拘わらず，逸早くフランス新政権を承認した。露・墺・普
の東方列強３ヵ国が１８３３年９月のミュンヘングラーツ（Münchengratz）［現チェコ
共和国のボヘミア地方の都市Mnichovo Hrad
＾
sti
＾
eのドイツ語表記。訳注］合意に基づき，ヨ
ーロッパのあらゆる革命状況に対抗するための援助要請を締約国に対して行う権
利を公けにした僅か半年後の１８３４年４月，パーマストンは巧妙にも，彼自らの言
辞を以ってするならば，「東方の神聖同盟に対する強力な対位旋律（counter-
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point）」として，四国同盟の改定を成功裡に実現させた。（１３）翌３５年，彼はヨーロ
ッパにおける立憲主義の伸長がイギリスの利害・国益に資すると公然と認め，次
いで，東方列強諸国は立憲主義の伸張を押さえ込む条約を秘密裡に結んでいると
主張した。（１４）さらに，１８３６年には，メルボルン首相（William Lamb，2nd Viscount
Melbourne，１７７９―１８４８）［イギリス・ウィッグ（Whig）党の政治家。生前，１０代後半から
２０代にかけてのヴィクトリア女王の絶大な信頼を勝ち得た。訳注］宛ての書簡の中で，「考
え方が異なり，従って行動も異なる３ヵ国グループと２ヵ国グループ」の存在に
ついて言及していた。（１５）こうした捉え方はその後２０年間，両グループの念頭から
完全に消し去られることはなく，時機に応じて必ずや浮上してきたのである。そ
の例証として，墺・普両国が１８５１年に締結した反革命条約［ロシアは英仏両国の反
発を怖れて調印せず。訳注］（１６）を挙げることも，また，１８５４年の墺・仏・英間の同盟
成立に関して，コンスタンティノープル［トルコの首都イスタンブールの旧称。訳注］
駐在フランス大使が「陛下は神聖同盟に対して致命的な打撃を与えた」（１７）とする
祝電をナポレオン３世に打ったことを挙げることもできる。しかしながら，それ
と同時に，次の点を銘記しておかなければならない。１８３０年以降，これら３ヵ国
がともに接近し提携する機会がますます増大するのだが，その最大の理由は，列
強間の所謂「イデオロギー上の二分法的分類」では括り切れない熾烈な主導権争
いが展開されていたからである。
フランスの政治的復興を目の当たりにしたイギリスは，東方の列強諸国を警戒
してフランスとの協力関係に腐心すると同じ程度の頻度で，東方の列強諸国との
協力関係を通じて対仏警戒策を推し進めた。１８３１―３２年のベルギー危機に際して，
新生ベルギー王国に対して特別な影響力を行使できる立場を得ようとするフラン
スの動きを封じようとしたのは，まさに対仏警戒策の好例である。さらに，１８３６
年には，ルイ・フィリップの王位継承を逸早く承認したイギリスではあったが，
彼のコングレス開催提案に対しては，ロシア政府に負けるとも劣らないほど激し
く抵抗し，挫折に追い込んだ例もある。この場合，英・露両国はともに，フラン
スが１８１５年のウィーン講和条約で課された被後見（tutelage）の立場からの脱却
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を画策する動きの一環であると睨んだのである。（１８）他方，ドイツをめぐる墺・普
間の主導権争いや，近東をめぐる墺・露間の主導権争いが愈々その激しさを増し，
その結果，これら東方列強３ヵ国の関係も英・仏間と同様の不安定な状態を呈し
ていた。１８４０年から翌４１年にかけて，メッテルニヒが永続的な多国間コンファレ
ンスの開催を執拗に求めたのは，神聖同盟の絆をかつてのように鞏固なものにし
たいという思惑からというよりは，むしろ首都ウィーンをヨーロッパの外交活動
の恒久的中心地にしようという目的，さらには，自国オーストリアの近隣列強プ
ロイセンとロシアとの対抗上，英・仏両国の援助を仰ごうという目的からであっ
た。これに対しては，ロシア皇帝ニコライ１世（Nicholai I，Pavlovich Romanov，
１７９６―１８５５）［ロシア皇帝（１８２５―５５）。国内的には自由思想の抑圧，ツァーリズムの強化を断行
し，外政面でも「ヨーロッパの憲兵」として七月革命，二月革命の拡大を武力で鎮圧，最終的に
地中海，バルカン進出の夢をクリミア戦争で絶たれて急死。訳注］がイギリスに負けると
も劣らないほど激しく反撥し，メッテルニヒについてイギリス大使に語った彼の
言葉は，カースルレイの言葉と見紛うばかりであった。「すべての人に助言を与
える」立場，即ち「自らの私室から全世界に向けて指示を出し，全世界を指導す
る」立場にあるという思い込みからメッテルニヒを救い出してやらねばならな
い。（１９）１８４０年代初頭には――イギリスとの通商上の主導権争いや近東における主
導権争いで劣勢に追い込まれたフランスが，オーストリアとの同盟関係を模索し
ていた時期であり，近東におけるフランスの目論みに対抗して，イギリスが東方
３列強諸国との協力関係を打ち樹てていた時期であり，さらに，フランスとオー
ストリアに対する安全保障策として，ロシアがイギリスとのより緊密な関係，で
き得るならば同盟関係の可能性を探っていた時期でもあった――その後１８７１年ま
でヨーロッパを席巻することになる目まぐるしくも錯綜した外交活動がすでに展
開されていたのである。この錯綜した外交活動は，ヨーロッパを震撼させた１８４８
年の革命状況によっても単純化することはなく，革命忌避という一点で一致団結
していた専制主義国家であっても，何らか手立てを講じて行動に出るのは，自国
の個別の利害得失に係わる場合に限られるということを白日の下にさらけ出した。
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また，１８５２年のルイ・ナポレオンの皇帝即位を契機としたフランスの復興によっ
ても――同年，イギリス政府は，ベルギーの独立を危うくする場合に備えて，６
万人の軍隊を派遣する用意があるとするロシア政府の申し入れを歓迎する一方で，
ナポレオン３世下のフランスを承認する条件として，皇帝自らの平和的意図の保
証を求めた東方列強３ヵ国には与しなかったことに現われているように――，錯
綜した外交活動が単純化することはなかった。さらに，１８１５年の屈辱的なウィー
ン講和条約を破棄し，それに代わるフランスの庇護下での緩やかな国家連合体を
創り上げようとするナポレオン３世の飽くなき欲求から生み出された最初の深刻
な事態，即ち，クリミア戦争［１８５３―５６年。ニコライ１世下のロシアが「ヨーロッパの病
人」トルコの分割をめぐって英・仏を中心とする連合軍と戦い，クリミア半島の激戦でロシアの
敗北が決した。訳注］によっても，錯綜した外交手法の在り方に変化が齎されるこ
とはなかった。クリミア戦争は，列強間の複雑に絡み合った嫉妬心や猜疑心を今
まで以上に増幅させただけであり，だからこそ，戦後直後の１８５６年，敵味方に分
かれて戦った列強諸国が戦後処理の多国間コングレスを招集しようとした時――
最終的に，パリでの開催ということで決着したのだが――，開催合意に漕ぎ着け
るようにするには，新たに生起してきた特殊な要因を考慮に入れざるを得なくな
ったのであり，列強諸国が何らかの協力関係を築こうとした時，最も現実的な方
法として考えられたのが問題の発生に応じて緊急避難的に開催するコンファレン
スだったのである。
但し，この一段と緩やかな国家関係システムにしても，列強諸国間の主導権の
争奪をめぐる思惑や画策もあって，正常に機能したとはとても言えない。ベルギ
ーのオランダ王国からの独立問題を扱ったロンドン会議（London Conference，
１８３０―３２年）後，ベルギー独立に関して再度検討する場を設けようとしたメッテ
ルニヒとパーマストン両人は，開催地を自国の首都にすることによって，会議で
主導的な立場を保持しようとした結果，双方の疑心暗鬼が交錯し，ベルギー問題
に関する第二次会議開催が暫時頓挫した。（２０）さらに，１８３３年，トルコ・エジプト
間の対立の鎮静化を焦眉の急とする東方問題に関しても，両人が自国開催を主張
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して譲らず，パーマストンはロンドン駐在オーストリア大使に対して，晩餐会の
席上，「我々の関係は飽くまでも対等な関係にある。……」と語り，イギリス側
には妥協の余地のないことを知らしめた。イギリスに対するオーストリアからの
外交上の反撃が，それからほどなくして，メッテルニヒによってなされた。イギ
リスはコングレス体制を復活させることによって，ヨーロッパ外交を牛耳ろうと
しているとし，彼は，パーマストンを次のように批判した。パーマストンは，「ロ
ンドン会議を高みへと引き上げ，すべてに超越する最高法廷（areopagus）の権
威を纏わせ」，かくしてロンドン会議の恒久化を図ろうとしているのであるが，「そ
こでは，［英・仏の］海洋国家２ヵ国の宮廷が推し進める改革主義的政策の共犯
者としての役割を，［墺・露・普の］大陸国家３ヵ国が背負わされることになる
のである。」（２１）その後の数十年間，開催に漕ぎ着くのが容易だったコンファレン
スは一つとしてなく，開催地だけではなく，開催に伴う協議事項に関しても，列
強間の激しいつばぜり合いが何らか収束された後になって漸く開催の運びとなっ
たのであるが，（２２）一旦開催されたとしても，今度は議事運営手続きに関する思惑
が交錯し，列強諸国が全会一致で議事を進行させたことは一度としてなかった。
１８３３年，パーマストンは１８３０―３１年のベルギー独立に関するロンドン会議の場に
おける東方列強３ヵ国の非協力的な対応によって，それ以降，５列強間コンファ
レンスという考えそのものがイギリス政府をして受け入れ難いものにさせてきた
と苛立ちとともに語っている。（２３）さらに，同じロンドン会議について，「東方３
列強の宮廷側近たちは，ロンドンに派遣した自国の特命全権大使の行動や言動を
多少不安げに見守っていた」とも語っていたが，（２４）この発言はどう見ても控えめ
な発言であった。墺・露・普３列強のロンドン会議の議事運営に対する不信感は
非常に強く，取り敢えずはコンファレンス自体の権威を貶めることに腐心し，次
いでその延期を執拗に主張した。（２５）ベルギー問題に関するロンドン会議の再開は
１８３９年になるまで実現されることはなかったのだが，この第二回会議では，全調
印国にとって自国の利害得失を度外視した禁欲的布告とも称すべき１８３１年の合意
事項――オランダ王国とベルギーの国境線の画定，及び，列強諸国の恒久的保証
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の下でのベルギーの中立化――が再度確認された。同じく１８３９年に東方問題に関
して開催されたもう一つのコンファレンスは，当初，ウィーンが開催地であった
が，その議事運営手続きをロシア皇帝ニコライ１世が露骨に非難し，さらに，開
催地をウィーンにしたことに対しても反対の声を上げた結果，ロンドンへの移動
が決まったのである。（２６）かくのごとく，コンファレンス体制によって生み出され
てくる諸問題の対応に忙殺され，一時の休息も許されない状況に身を置いていた
往時の指導者たちにとって，コングレス体制の確立など思いも寄らず，問題の発
生に応じて緊急避難的に開催されるコンファレンスよりもさらに一段と緩やかで
義務を伴わない方法を見つけ出そうとしたのである。
１８３８年，ベルギー問題に関する第二次ロンドン会議の最中に，パーマストンは
この会議をメフメット・アリ（Mehmet Ali Pa a or Muhammad Ali Pasha，１７６９―
１８４９）［オスマン・トルコ帝国のエジプト太守（パシャ）。エジプトの封建体制を打倒し，近代
化に尽力したが，シリアの統治権をめぐって宗主国トルコと対立，列強諸国の干渉を招く所謂，
東方問題を惹起した。訳注］の処遇に関する列強５ヵ国の合意形成の機会として利用
しようしたのであるが，その際，彼が望んでいるのは，東方問題に関するコンフ
ァレンスの開催ではなく，単なる「協調」（concert）の場であるとオーストリア
政府に伝えていた。これに対しては，オーストリアもコンファレンス形式ではな
い「協調」形式を受け入れる意向を明らかにした。ところが，この提案もロシア
の反対に遭って一旦は頓挫したのだが，翌年，同じ東方問題に関するコンファレ
ンスのウィーン開催に対して，列強諸国の同意を取り付けようとしていたメッテ
ルニヒは，パーマストンと寸分違わぬ手法で説得を試みた。即ち，コンファレン
スの開催を要求しているのではなく――コンファレンスという言葉の使用は最早
適切ではないのであるから――，「協調」或いは「拠り所」（point d’appui）を求
めているに過ぎない，という論法を使ったのである。従って，東方問題を扱った
１８３９年のウィーン会議（Vienna Conference）にしても，１８４０―４１年のロンドン会
議（London Conference）にしても，ともに組織論的な意味合いから言ってコン
ファレンスとは見做されていなかった。両コンファレンスには参加国の大使や艦
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隊司令官にその決定事項に基づく指示に従わせるだけの権威が付与されてはいた
が，コンファレンスそのものは，「調和点」（points d’union）或いは「中心点」（points
centrals）と呼称されていたに過ぎなかった。（２７）
ヨーロッパの協調体制は，さらに深刻な制約の下に置かれ，ますます傷ついた。
ベルギー独立問題，教皇領問題，東方問題等，列強諸国間の開催に向けての合意
形成が事前になされた問題に関しては，確かにコンファレンスが持たれ，そこで
の決定事項を関係諸国に遵守させることが列強諸国の最大の関心事だったのに対
して，クリミア戦争以前に開催されたコンファレンスはどれ一つとって見ても，
列強諸国の１ヵ国に対して決定事項の遵守を迫るようなものはなく，ましてや，
列強諸国の１ヵ国が大きな利害を有する問題を対象としたコンファレンスが開催
されることはなかった。往時の状況を二つほど例示して見よう。１８４８―４９年のオ
ーストリア・サルディニア戦争［第二次イタリア独立戦争とも，仏墺戦争とも呼称される。
ナポレオン３世の軍事的支援を受けたサルデイニア王国が分離独立を目指してオーストリアと戦
った戦争。プロイセンの参戦を怖れたフランスのオーストリアとの和平の密約がイタリアの統一
機運を一層加速させた。訳注］の終結に際して，英・仏両国は，イタリア独立問題の
平和的解決を求めて，全列強諸国が参集するコンファレンスをブリュッセルで開
催しようとしたが，列強諸国が一切の領土変更を認めないと事前に宣言しない限
り，参加を拒否するというオーストリアの強硬な姿勢を前にして，実現するには
至らなかった。（２８）それ以降，イタリア問題を議題とするコンファレンスが開催さ
れることは絶えてなかった。シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン（Schleswig―
Holstein）問題［デンマーク王国と同君連合にあった両公国の帰属をめぐるデンマーク・プロ
イセン間の１９世紀中葉の政治的・軍事的衝突。訳注］を抱えるプロイセンについては，
唯一持たれた列強列席の会合が１８５２年のロンドン・コンファレンスであり，しか
も，この会合の決定事項のプロイセン・デンマーク両国による事前受け入れ交渉
の任に当たったのは，主催国イギリスの外相パーマストンだけであった。
この時代が抱えていた様々な問題，様々な困難を考慮に入れると，コンファレ
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ンス体制が大きく前進して見違えるほどの成果を挙げたと言える状態からは程遠
いと言わざるを得ない。しかしながら，ここで問われなければならないことは，
それでは，列強諸国がこの困難な時代状況をさらに悪化させる方向へと突き進
み，１８世紀に見られた無政府主義的混沌へと回帰して行こうとしなかったのは何
故なのか，ということである。ヨーロッパの協調体制が齎す制約と不満を列強諸
国が受け入れたのは，状況が列強諸国をして受け入れざるを得なくさせたその結
果であって，列強諸国に制約を受ける心構えがあったからではない。言うまでも
なく，列強諸国は彼らに課せられる制約を中途半端な気持ちで，しかもしぶしぶ
受け入れたのである。しかし，こうした状況は，時代を問わず，すべて国際的な
多国間交渉には付き物である。同盟関係を形成することや多国間会議を開催する
ことが国際紛争の解決に繋がると思われがちであるが，その同盟なり多国間会議
がしかるべき効力を発揮するためには，国際紛争をコントロールしようとする心
構えが前もってなければならない。こうした心構えに到ること自体，それほど容
易なことでない。況してや，その気持ちを保持し続けることはそれよりもはるか
に難しい。往時の列強諸国が，それにも拘らず，制約を受ける心構えになってい
たのは何故なのであろうか。また――これは別種の問題なのだが――，この脆弱
なコンファレンス体制の中で，公式に認められた多国間協力という方法論の萌
芽――萌芽状態に過ぎないとしても――が生み出されて来るのを，列強諸国に課
せられた制約が追認したのは何故なのであろうか。
第一の疑問に対する答えは，列強諸国間の権力闘争の性格自体に内包されてい
る。列強諸国は各々，利害に関しても，イデオロギーに関しても，或いはその両
方の点に関しても，ほとんど交わるところがない状態だったため，列強５ヵ国間
の同盟関係の形成はおよそ論外であった。しかし同時に，圧倒的な力を有する大
国不在状況を前にして，列強諸国は誰一人として大きなリスクを冒そうとはしな
かった。１７８９年のフランス大革命以前にすでに存在していたこの要素に加えて，
ヨーロッパの１９世紀前半５０年が国内における継続的な動乱の只中にあった時代で
あるという新たな事実を忘れてはならない。列強諸国はいずれも，君主制的統治
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と貴族制的統治を組み合わせた政治制度の下にあったのであるが，１８世紀の経験
は，君主制の国家が共和制の国家と協力関係を結ぶことがあり得るのと同様に，
一国の君主が他国の君主に対して交戦行為を仕掛けることがあり得るということ
を教えていた。しかし，今や，列強諸国は程度の違いこそあれ，例外なく国内の
反体制勢力と対峙せざるを得ないという状況を迎えていたのである。１８３０年以前，
列強諸国はウィーン会議体制を機能させることによって，反体制運動の多国間協
力による鎮圧を試みようとしたが，思惑通りに事は進まなかった。１８３０年以降に
なると，列強諸国間の主導権争いはその激しさを衰えさせるどころか，愈々苛烈
さを増し，その結果，国内の騒擾状況に対処するための協力体制の構築は，その
実現性に関する限り皆無に近かった。しかし，フランス，ベルギー，ポルトガル，
スペイン，イタリア，ギリシア，ポーランド，オスマン帝国等で革命が勃発した
年であり，「革命」が成功裡に終わることなく途半ばで流産した年でもある，そ
の同じ１８３０年以降，列強諸国は自国内に共通の難問を抱えている状況に直面して，
少なくとも外交政策の遂行という点では自己抑制的な行動を余儀なくされた。自
国内の政情不安が間断なく続き，ヨーロッパ中に燎原の火の如く飛び火した１８４８
年の革命が「歴史がその重要性を示し損なった決定的な分岐点」であったという
認識に達するまで，列強諸国の自己抑制行動は維持された。列強諸国が主導権争
いのせいで革命状況の平静化のための共同行動に出ることが稀にしかなかったと
しても，他方で，彼らは革命状況を鼓舞する結果を招くことを怖れて，他の列強
諸国に対して敵対的行動に出ることは一度としてなかった。プロイセン王フリー
ドリヒ・ヴィルヘルム４世（Friedrich Wilhelm IV，１７９５―１８６１）［在位１８４０―６１年。
神寵による王権と貴族本位の等族制的統治を志向し，「玉座のロマン主義者」と称された。プロ
イセン主導のドイツ統一に過渡期的役割を果たした。訳注］は，１８５４年段階で，「オース
トリア――あの厄介者でもあり陰謀家でもあるオーストリア――が，革命勢力に
よって攻撃を受ける事態を座視するに忍びない。オーストリアの存続のためには，
剣を抜く覚悟ができている。しかし，この覚悟は，プロイセンへの純粋な愛から
湧き出てくる自己防衛本能のなせる業なのである。」と書き記している。（２９）この
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段階に至っても，革命の危険に脅威を感じていた人物は，恐らく彼一人にすぎな
かったかも知れない。しかしながら，ヴィルヘルム４世のこの言葉は，彼の一世
代前のすべての列強諸国――東方の墺・露・普３列強のみならず，西側の英・仏
両列強も等しく――の考え方をかなり的確に言い当てていたと言えよう。
１８３０年代及び１８４０年代において，国内の「革命」に最も深く関わらざるを得な
かったフランスの場合，イギリスを対仏警戒策から東方３列強に与するような状
態に追いやる事態を回避する必要性からだけではなく，イギリスとの主導権争い
を遂行する上からも，協調的・自己抑制的行動に出ざるを得なかった。１８３３年以
降一貫して追い求めてきたオーストリアとの協商（entente）関係が成立した１８４７
年，フランスの外相ギゾー（François Pierre Guillaume Guizot，１７９７―１８７４）［七
月王政下で有力な政治家として内政・外交を主導した。歴史家としても知られる。訳注］はメ
ッテルニヒに書簡を送り，その中で「今や，フランスは保守主義への傾向を顕著
にしており，また保守主義に適合しつつある。……従って，貴国との協商関係は
我が国にとって事実の積み重ねに基づいたごく自然なことである。」と書き送っ
ている。（３０）フランスの政治状況に関する彼の判断が，その一年後，フランス王制
政治最後の七月王政がさらなる革命によって瓦解したからといって，変更される
ことはなかった。１８４８年革命の新外相ラマルティーヌ（Alphonse Marie Louis de
Prat de Lamartine，１７９０―１８６９）［貴族出身ながら，政治家としては奴隷制度や死刑制度の
廃止を実現させるなど一貫して平和主義と民主主義を宣揚。１８４８年１２月の第二共和制下の大統領
選でルイ・ナポレオンに敗れ，政界を引退。ロマン派詩人としても有名。訳注］は，「ヨーロ
ッパへのマニフェスト」（Manifesto to Europe）の中で，「１８１５年のウィーン講和
条約は，フランス共和国から見ると，最早法的には存在しない。」と高らかに謳
い上げたのだが，その理由は，マニフェストの目的の一つがフランス国内のより
急進的な意見を満足させること，即ち，より急進的な革命のさらなる勃発を回避
することにあったからである。しかし，より重要なことは，１８１５年の講和条約に
関して，「他国との関係において，我が共和国がその基礎とも出発点とも見做す
ことに吝かではない」というヨーロッパ諸国向けの融和的な一文がこのマニフェ
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ストに書き加えられていたことである。（３１）ラマルティーヌの場合とは異なり，急
進派の脅威から解放された後継外相バスティード（Jules Bastide，１８００―７９）［１８３０
年代から４０年代にかけて共和主義者として活躍したが，５１年のナポレオンのクーデター後に政界
から身を引く。訳注］は，さらに一歩踏み込んだ姿勢で臨み，１８４８年７月，デンマ
ーク領シュレスウィッヒ・ホルシュタインの帰属を求めるドイツ統一民族主義に
対して，「３千５百万人以上の人口を擁することになるドイツ民族の統一は，近
隣諸国にとって，今日あるドイツとは比較にならない脅威的存在となる。従って，
我々にはドイツ統一の実現を願う理由も，その推進を願う理由もない。」と語り，
反対の意向を明確にした。（３２）ドルーアン＝デ＝リュイース（Édouard Drouyn de
Lhuys，１８０５―８１）［有能な外交官として，ナポレオン３世下で三度外相を務めたが，後年，
対墺・対普政策に関してナポレオン皇帝との意見の不一致のため，下野する。訳注］の場合は，
ルイ・ナポレオンによるクーデター後の第二帝政期を通して，一貫してナポレオ
ン３世と自由主義的理想との間に楔を打ち込もうと尽力した。（３３）この点に関する
限り，ナポレオン３世の存在そのものが歴史家にとって厄介な問題を提示する。
一方で，自由主義的理想を心底から奉じ，フランス国家のために１８１５年の屈辱的
な対仏講和条約の改定を希求しながらも，他方では，皇帝即位後，他の列強諸国
に倣って自己抑制的政策を採らざるを得ないという圧力から自らを解き放つこと
ができなかったからである。第二帝政成立の１８５２年以降のヨーロッパ外交が，そ
れ以前の外交と比べてどこかその足取りが覚束なげになったとしたならば，その
理由の一端はナポレオン３世の一貫性・信頼性の欠如にある。この一貫性・信頼
性の欠如の原因としては，第一に，革命という暴力的手段に訴えることなしに，
自由主義的かつ民族主義的理想を実現しようとしたこと，第二に，戦争を惹起す
ることなしに，１８１５年のウィーン条約を改定しようとしたこと，そして最後に，
ヨーロッパの現状に異議申し立てを行う一方で，ヨーロッパの秩序と現状保全の
擁護者足らんとしたことにある。
ナポレオン３世は，皇帝即位後まもなくして，パリ駐在イギリス大使カウリー
（Henry Wellesley，1st Earl Cowley，１８０４―８４）に対して，「１８１５年条約を遵守す
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る気持ちに嘘偽りはない。しかしながら，フランスにとってこの条約がいかに耐
え難いものなのかを想起していただかねばならない。」（３４）と自らの心情を吐露し
ていた。彼が条約遵守の保証を与えたのは，言うまでもなく，イギリスとの友好
関係を必要としていたからであり，イギリスが他の列強諸国以上にウィーン条約
の遵守に重きを置いていたからであり，さらに言うならば，イギリスがイデオロ
ギー上の主張以上にウィーン条約の遵守を重要視していたからでもある。当時の
イギリスの外相パーマストンは，自らを先代の外相キャニングの直系の門下生で
あると好んで僭称していた。確かに，彼は，外相就任当初は，１８３４年の四国同盟
の取り極めに準拠して，ポルトガル王位の簒奪者を武力鎮圧する目的で編成され
たフランス遠征軍の派遣には同意を与えたものの，東方の列強３ヵ国の武力介入
には頑として応じなかったことに現われているように，イギリスの不干渉ドクト
リンにキャニング的な解釈を与えるという外交戦術を用いた。しかしながら，神
聖同盟への対抗上，自由主義の大義を掲げ，その宣揚に邁進するという政策は，
実は，キャニングの退場とともにその役割を終えたのである。自由主義と民族主
義の流布・拡大を優先課題とするのではなく，現存する条約体制の堅持を優先す
る姿勢を顕著にしたパーマストンは，先人カースルレイの申し子だったと言わな
ければならない。１８３０年及び１８４８年の革命状況の期間を通して，ポーランド，イ
タリア，ハンガリー，さらにはドイツ各地で頻発した自由解放民族運動への支援
要請に対して，彼は１８１５年のウィーン条約を盾に頑として首を縦に振らなかった。
その際，彼はロシアの主張と機を一にして，現行条約の改変は締約国間の合意な
くなされる場合には，それがいかなる改変であろうとも，侵略行為を構成すると
いう原則に立ちながらも，他方で，デンマーク王国に対するプロイセンの軍事行
動の場合のように，現行条約が――さらには，イギリスの国益が――危殆に陥れ
られるような事態に対しては，不干渉政策を放擲することに吝かではないという
立場に立つのである。パーマストンの場合，民族主義運動の敵対者として主導的
な役割を演じたのがシュレスヴィッヒ＝ホルシュタインの帰属を巡る係争問題に
限られていたとしても，例えば，ポーランドやハンガリーにおける民族主義運動
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をロシアが弾圧すること，或いはイタリアにおける民族主義運動をオーストリア
が弾圧することに異を唱えるどころか，それを積極的に是認していたのである。
彼のこうした態度は，「ヨーロッパ［列強諸国］の政治的独自性及びヨーロッパ
［列強諸国］の自由」（３５）という視点に立つ時，必然的に出てくる政策であるとい
う揺るぎない確信に基づくものであった。イタリアの統一運動に関して，彼がオ
ーストリアに妥協的な姿勢を求め，サルディニア王国を中心とする北部イタリア
王国の独立を認めるよう説得しようとした事実を見逃しているわけではない。し
かし，これとても決してイタリアの自由という視点からの政策ではなく，むしろ
イタリアに対するフランスの干渉を怖れたためであり，さらには，ハンガリーの
民族主義運動に対す弾圧をロシアが是認することによって，オーストリア帝国の
内部崩壊が免れたように，ヨーロッパの勢力均衡上，きわめて重要なオーストリ
アは，こうした政策によって本来有るべき力を保持できるという自らの確信に依
拠する政策だったのである。
パーマストンの姿勢は，神聖同盟諸国間と西方列強２ヵ国間に相互浸透関係を
生み出し，１８３０年以降クリミア戦争に至る期間を通じて列強諸国に遍く流布した
自己抑制的対応を招来させる上で，ヨーロッパの政治的無秩序状況に対する恐怖
が――東西の両列強陣営内の物質的な主導権争いに負けるとも劣らず――強力な
影響力を行使したということを疑う余地なく示している。そのことは，また，列
強諸国が危険を顧みない無謀な政策の追求を回避しながらも，同時に，コンファ
レンスの開催に基づく外交交渉という国家間システム――それがいかに欠陥の多
い不完全なものであったにしろ――を生み出させた一つの理由だったのである。
１８世紀後半５０年間と比較した時の１９世紀前半の新たな特徴として第一に挙げられ
るのが，列強諸国が共有していた革命への恐怖であるが，この恐怖感は引き続き
主要列強諸国間にほぼ均一な勢力配分を齎し，その結果，列強諸国の政策を自己
抑制的なものにすることに貢献した。この時代の第二の特徴は，仏・墺・露・普
のヨーロッパ大陸列強４ヵ国の力がほぼ均等な状態を前代と同様に維持し続けた
のに対して，イギリスが権力の点においても，影響力の点においても，今やこれ
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ら４ヵ国をはるかに凌ぐ存在になったことである。従って，一つの見方としては，
イギリスの影響力が他の列強諸国に優っていたこの時期の「ヨーロッパの協調」
体制を，普遍的王政の再来を希求していた時代に取って代わるべくして成立した
体制であると理解したとしても不自然ではない。
今やイギリスは，物質的な国力に関する限り，他の列強諸国を凌駕し，ある意
味では，かつてオーストリア，スペイン，或いはフランスが享受していた他を圧
する地位を獲得したと言って過言ではない。しかしながら，第一に，イギリスは，
上記３ヵ国とは異なり，ヨーロッパ大陸の外縁に位置する国家であり，大陸内の
国家ではなかったこと，そして第二に，イギリスの優越的立場に疑いを挟む余地
がないとしても，その優越性が揺るぎのないものとして確立したのは，ロシアと
プロイセンという二大新興列強の国力が同時進行的に増大しつつあった時期に当
たっていたこと――この二つの理由から，イギリスの場合は，自国の優越的な権
力と自国の安全保障を，ヨーロッパ全体を自らの支配下に服させることと関連付
けようとしたかつての大国と同じ道を辿ることはおよそ論外でもあり，また，そ
の種の誘惑に駆られることもなかった。むしろ，イギリスにとっては，ヨーロッ
パの分断状況の継続こそが国益に適うことだったのであり，だからこそ，イギリ
スは，ある時期までは，ウィーン会議体制が一糸乱れず整然と運営される事態を
何としても避けるべく全力を傾注してきたのである。ところで，イギリスが列強
としての力と地位を初めて獲得したのは１８世紀のことであるが，この段階でのイ
ギリスの基本政策は，ヨーロッパ大陸諸国の分断状況に乗じて，ヨーロッパの外
への進出に国力の多くを注ぎ込み，そのことによって国力の飛躍的増大を図る所
謂「不介入孤立主義」政策を旨としていた。しかし，１９世紀以降，特に１８１５年の
ウィーン会議以降の時代は，イギリスにとって，第一に，ヨーロッパの分断状況
の有益性，さらに第二に，分断状況を常に監視し続ける必要性からも，ヨーロッ
パ大陸内での影響力の保持の有益性，この両者の有益性を同時に追求することが
可能でもあり，また望ましいという状況を迎えたのである。キャニングの場合に
は，旧来の不介入孤立主義に回帰する気持ちがその政策遂行に色濃く反映してい
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た。パーマストンになると，イギリスの国益を最優先に考える点ではキャニング
に勝るとも劣らないのだが，現行の多国間システムが維持され，機能していると
いう前提で，イギリスがヨーロッパの大国としてそこでの優越的な地位を継続的
に保持することが，国益の保全に資するという考え方に立つのである。
パーマストンは，「イギリスの国益，勢力均衡状態の継続，さらにはヨーロッ
パの平和の保持」という言葉をよく口にしていたが，（３６）この中でも，「本来，他
国に帰属する領土を不法な手段を用いて我が物にしようとする国家」がある場合
には，勢力均衡状況が危殆に陥れられるという１８４１年の発言からも窺がわれるよ
うに，「細心の注意を払って，勢力均衡状態の維持に努めること」が，恐らく彼
にとっての最大の関心事だったと思われる。（３７）このように考えていたのは，一人
パーマストンだけではなかった。その後１８５２年段階における，当時のイギリス首
相ジョン・ラッセル（John Russell，1st Earl Russell，１７９２―１８７８）［高名な貴族出身
の政党人として２度の首相，２度の外相を歴任し，この間，パーマストンとは反目と和解を繰り
返す。Whig党最後の指導者。訳注］の下院における次の発言が，この時代のイギリス
政府の考え方を的確に言い当てている。「我が国は，過去一世紀余と同様，今現
在，ヨーロッパの全般的システムの中に組み込まれているのであって，……ヨー
ロッパの全般的な勢力均衡状況を乱すことになる……国家による領土の新たな獲
得，即ち，国家の拡大化に対しては，それがいかなるものであれ，無関心ではい
られない。こうした事態は，当然のことながら，コンファレンスの議題とされる
べきであり，仮にその均衡状況が著しく損なわれるような場合には，戦争への引
き金となりかねない。」（３８）
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